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(1) 扶養手当・住居手当・通勤手当・調整手当(平成17年４月１日現在）

(2) 特殊勤務手当(平成16年度）

(4) 期末・勤勉手当の支給割合(平成17年４月１日現在)

ア．支給割合 (平成17年度）
(5) 退職手当

イ．１人あたり平均支給額
(平成16年度）

※職制上の段階、職務
の級などによる加算
措置あり。

秋田市では、「定員適正化計画」に基づ
き、平成15年度～24年度の10年間で、総
職員数を270人(８.２％)削減する目標をた
て、職員数の削減につとめてきましたが、
今年１月の市町合併に伴い、新しい「定
員適正化計画」を策定中です。
策定にあたっては、業務の整理・合理

化や民間委託などを一層進めることで、
効率の良い業務体制を構築し、現行の計
画の削減率を上回る数値目標を設定する
こととしています。

＊職員数は、一般職に属する職員数で
あり、地方公務員の身分を有する休
職者、派遣職員などを含み、臨時職
員および非常勤職員を除いています。

職員には、給料のほか、各職員の生
活実態、勤務条件の違いなどを考慮

して、手当を支給しています。なお、退職手当は、退職
したときの給料月額に、退職事由と勤続年数による一定
の支給割合を乗じて支給します。

(3) 時間外勤務手当

(平成17年４月１日現在)
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秋田市の部門別職員数は下表のと
おりです。職員増のおもな理由は、
今年１月の市町合併によるもの。公
営企業の職員減は、業務体制の見直
し、上・下水道事業統合による事務
の効率化などによるものです。

職員全体に占める手当支給職員の割合 41.5％
１人当たり平均支給年額 45,000円　
おもな手当 清掃手当、防疫等業務手当、夜間清
掃手当、夜間特殊業務手当、消防特殊業務手当、
高所作業手当、有害物取扱手当　ほか全26種類

市
町
合
併
な
ど
で
職
員
が
274
人
増

新市における
定員適正化計画を
策定します

人事課tel(８６６)２０１２
問い合わせ

▲

▲

▲



平
成
16
年
度
の
市
職
員
の
給
与
の
あ
ら
ま
し
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

市
職
員
の
給
与
は
、
国
や
他
の
地
方
公
共
団
体
と
の
均
衡
を
考
慮

し
な
が
ら
、
市
議
会
の
審
議
を
経
て
、
条
例
で
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

な
お
、
秋
田
市
の
条
例
で
定
め
ら
れ
た
現
行
の
給
与
制
度
は
、
国

に
準
じ
た
も
の
に
な
っ
て
い
ま
す
。

職員の給料は、職種、学歴、経験年数などによ
って決定されます。職員構成比の高い一般行政
職の給料は、次のとおりです。

※標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

平成17年度の職員給与費(普通会計当初予算)です。職員給
与費は、給料と扶養・通勤・住居・時間外勤務・期末・勤勉
などの諸手当で、退職手当は含まれません。

職員の給料は、職務と責任の程度などに応じ、
級ごとに区分されています。一般行政職の職員
に適用される行政職給料表(１)は、１～７級ま
でに分かれています。一般行政職の級別職員数
とその構成比です。

平成16年度の人件費(普通会
計決算)と、歳出に占める人

件費の割合です。人件費には、一般職と特別
職の職員に支給する給与、報酬、共済組合の
負担金、退職手当、退職年金、公務災害補償
費などが含まれます。

平成17年3月31日現在

(1) 初任給

実質収支　歳入－歳出の額から翌
年度に繰り越すべき財源を差し引
いた決算額。平成16年度の秋田
市の実質収支は黒字でした。

概要

(2) 平均給料月額と平均年齢

(3) 経験年数別・学歴別給料月額

(平成17年４月１日現在)

(平成17年４月１日現在)
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